
１．はじめに

掘削高さが５m未満の下水道工事は、建込み簡

易土留めなどの軽微な土留めを用いた開削工法が主

流となっている。しかし、土質条件によっては一時

的な掘削地山の自立不能や、地下水が高い場合のボ

イリング現象といった不具合も現場では多く見受け

られる。また、家屋が近接している場合は、地山の

自立性や掘削深さに伴いブロック塀や土間、犬走り、

さらには家屋への変状被害が生じる場合もある。事

前の仮設検討協議を行っていても、現場を進める際

には馴れ合いとなり対策費用や補修費用負担は持ち

出しとなるケースも多々ある。

そのため現場では、家屋調査に加え試掘や土質状

況の確認、場合によっては追加ボーリングなどの詳

細補足調査を行うとともに仮設工法の検討および提

案を発注者に理解してもらうことが施工開始時にお

ける重要課題となっている。

そこで本報告は、施工開始前に問題点を提起し対

策工法の比較検討を行い設計変更に導いた事例を紹

介するものである。

工事概要

工事名 ：公共下水道管渠布設工事

発注者 ：伊達市役所

工事場所：伊達市梁川町地内

工 期 ：平成１８年７月３日～

平成１９年５月３１日

２．現場における問題点

原設計における管布設は、掘削深さが５m未満

ということで建込み簡易土留めによる「開削工法」

となっていた。ただし施工にあたっては多量の湧水

が想定されることから、「地下水低下」による対策

が必要と記されていた。

ここで当路線における地質状況を図―１に示す。

この地質断面によれば管布設箇所は、沖積層の軟

弱な未固結堆積物（河川性堆積物）で構成されてお

り地下水が非常に高い。

また、施工箇所周辺には民家が近接しており、掘

削時において以下の問題点が考えられた。
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図―１ 地質断面図
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粘性土の問題点

粘性土（シルト）はN値が０～３と非常に軟弱

である。調査時においては孔壁の押出しが確認され

ており、地下水についてもG．L―１．５mと高い。し

たがって、掘削時の応力開放により軟弱粘性土層が

はらみ、地表面の沈下を招く可能性がある。また、

地下水低下を行った場合は、粘性土の有効応力増加

により圧密沈下の障害が発生する。

ディープウェルにより地下水を低下させた場合、

１m低下につき９kN／㎡の有効応力が増加するこ

とになり、圧密沈下量は次のようになる。

S=mv・⊿ p・H

ここに、

mv ：体積圧縮係数 ０．０００５m２／kN

⊿ p：粘性土層での水位低下量２m（１８kN／㎡）

H ：粘性土層厚 ２．０m

S＝０．０００５×１８×２．０＝０．０１８m

したがって、水位低下によって生じる概圧密沈下

量は１．８cmとなる。

砂質土の問題点

管路周辺の殆どが砂質土となっており、調査時に

おいては孔壁崩壊の激しい状況が確認されている。

したがって、建て込み土留め内でのポンプ排水では、

地下水とともに土砂流出により掘削不能となる。さ

らに、緩み領域の拡大とともに地表面の沈下障害の

発生が懸念される。

また、ディープウェルを行った場合も緩い砂層が

圧縮することによる弾性沈下が発生する。

ここで地下水位低下に伴う地盤の弾性沈下量を一

次元圧縮条件のもと次式で算出する。

S＝⊿ p・H/E （弾性沈下量）

ここに、

⊿ p：有効応力増分（水位低下量２m（１８kN／㎡））

H ：地下水の低下する砂層の厚さ ２．０m

E ：地層のヤング率E＝７００Nより

N ：N値≒４

S＝１８×２．０／２，８００＝０．０１３m

したがって、砂層の圧縮による弾性沈下量は１．３

cmとなる。

ここで、図―２に粘性土および砂質土における問

題点の概念図を示した。

以上のことから、孔壁崩壊の激しい砂層において

は予めディープウェルにより水位低下を図らなけれ

ば土砂流出等の影響により施工することができない。

しかし、水位低下対策を行った場合、砂層の圧縮

沈下（弾性沈下）に加え、粘性土の圧密沈下が発生

することが考えられる。その結果、影響圏における、

家屋への沈下障害（不同沈下等）が予測される。

多量湧水の発生要因

本工事着手前の試掘結果によれば、事業計画段階

の想定をはるかに超えた地下水が発生し、土砂流出

により掘削が困難となった。この多量湧水の発生要

因として次のことが考えられる。

図―３は計画箇所における表層地質図であるが、

計画箇所は沖積層の未固結堆積物であるシルト、砂、

礫等で構成されており周囲には阿武隈川、広瀬川、

伝樋川が位置している。

また、阿武隈川の氾濫によって生じた旧河道もあ

ることから、この周囲における地下水については、

河川の連動による地下水と考えられる。

この地下水については河川と同じく南側から北側

への地下水流があり、地層の起伏によって被圧して

いる箇所もある。

つまり、河川と連動した地下水と考えられるため、

水源の供給が非常に豊富であり降雨時には地下水の

上昇が顕著に現れ、掘削をさらに困難なものとする

と考えられる。

図―２ 問題点の概念図
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３．対応策について

以上の問題点を踏まえ図―４に示すフローにより

対策工法の決定に導いた。

その際の比較検討資料を表―１に示す。

ここで実際に提起した問題点を原位置にて確認す

るための試験施工を行った（写真―１）。

その結果、予想通りに砂層の途中でボイリングが

生じこれ以上の掘削は不可能であることが現場にお

いても確認された。

よって、地下水の影響を極力低減する目的と掘削

可能な原位置での深さから、管路設置深さ（平均掘

削深さ３．５m）を浅くすることで問題点への解決策

とした。

また、管路の計画高さが変わったことへの対応に

ついてはマンホールポンプの設置により解消した。

掘削深さを浅くするための力学的根拠

試掘時において、掘削面の安定が図られず崩壊し

た経緯を踏まえ、掘削深さを浅くすることで、極力

土砂崩壊を抑制する計画となった。

その力学的根拠は次のとおりである（表―１）。

図―３ 施工箇所周辺の旧河道と河川位置

図―４ 設計変更対応までのフロー図

写真―１ 現地での掘削によるボイリング状況
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土の安定性は土のせん断強度 τに左右され、次式

であらわされる。

τ=C+σ'tanφ、 σ'=σ－u

ここに、

C：粘着力

σ：せん断面に作用する垂直応力

u：間隙水圧

φ：土の内部摩擦角

（σ－u）は有効応力（σ'）と呼び、土の粒子骨格

を通して伝達される応力である。

間隙水圧 uが増大すれば一般に土のせん断強度

が低下し、地盤の安定（掘削面の安定）を阻害する

ことになる。

つまり、砂の場合は粘着力がなく（C＝０）、間

隙水圧 uが被圧し、σ=u となるとせん断抵抗力は τ

＝０となり安定しない結果となる。

よって、地下水を低下させることが有効応力増大

につながり、掘削底面安定のために有効な対策であ

る。

しかし、周辺地盤の圧密沈下を考えた場合は、む

やみに地下水を低下させるわけにはいかないため、

掘削深さを浅くすることで、上向きの浸透力（間隙

水圧）を抑え、掘削面の安定を確保する。

４．おわりに

今回のケースは施工前に問題点を提起し、比較検

討を行い、さらに現地にてその状況を確認し設計変

更に導いた事例である。

下水道工事に限らず工事受注後、直ちに問題点を

把握し施工着手前に解決しておくことが今後益々重

要な課題となってくる。

特に近年は財源不足などから十分に調査・設計に

コストを掛けずに発注されるケースや、受注競争の

影響による低落札の問題などから、現場運営は圧迫

される一方である。

したがって、如何に早い段階で問題点を解決し手

待ち、手戻りのない現場運営を心掛けるとともに、

その積み重ねが今後の企業存続に大きく影響を及ぼ

すものと考えられる。

表―１ 掘削深さを浅くした際の比較検討資料
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